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１．一般会計の予算規模 

１ 

平成２９年度当初予算案    ４，７７８億４９百万円 

 
  ［２８年度当初予算比  △１７２億６８百万円  △３．５％］ 

一般会計予算規模の推移 
 

（ ）内の数値は国経済対策関連補正予算を加えた合計額  



２．歳入予算の概要 

２ 

◆県税等、地方交付税、臨時財政対策債等の主要な一般財源が４年 

   ぶりに減少（ △３５億円）。 

 

◆収支の均衡を図るため、財政調整基金を取り崩し（＋ ３２億円）。 

 

◆特定財源は、前年度に増嵩した投資的経費の減少等に伴う県債の 

  減等により、 △ １６６億円の減少。 



県 税 等 

地方交付税＋ 

臨時財政対策債 

国庫支出金 

 １７４，２４９ ［１７８，８５０］ △４，６０１ △２．６％   

・２９年度の県税収入は、法人事業税（＋905）が増収となるものの、株式等 

 譲渡所得割県民税（△2,001）や配当割県民税（△1,613）等の減収により、 

 ２８年度予算に比べ減少する見込み。 
 

・地方消費税清算金は、全国的に輸入額の減少が見込まれていること等に 

 により減少（△2,910） 。 
 

    県税          １１４，５００［１１７，０００］  △２，５００ △２．１％ 

   地方消費税清算金  ３９，５４１［ ４２，４５１］  △２，９１０ △６．９％ 

   地方譲与税       ２０，２０８［ １９，３９９］ ＋  ８０９ ＋４．２％ 

       計         １７４，２４９[１７８，８５０] △４，６０１ △２．６％ 

   １８１，９００ ［１８０，８００］ ＋１，１００ ＋０．６％ 

・県税等が減少する見込みであることから、地方交付税と臨時財政対策債の 

 合計額は２８年度より増加する見通し。 
 

  地方交付税    １５３，９００［１５３，８００］ ＋  １００  ＋０．１％ 

  臨時財政対策債  ２８，０００［ ２７，０００］ ＋１，０００  ＋３．７％ 

     計          １８１，９００[１８０，８００]  ＋１，１００   ＋０．６％ 

  ５６，７３５ ［５７，８４８］  △１，１１３  △１．９％  

・参議院議員選挙事務・啓発委託金（△613）、土木施設災害復旧費負担金 

 （△341）の減等による減少。 

単位：百万円、［  ］内は２８年度当初予算額 

分担金及び負担金   ８５８ ［１，４２９］ △５７１ △４０．０％ 

・防災行政通信ネットワーク再整備事業費負担金の減（△762）等による減少。    

３ 



県 債   ５４，３７２ ［６３，３３１］ △８，９５９ △１４．１％ 

 

・臨時財政対策債（元利償還費の全額が交付税措置）の増加（＋1,000）。  
 

・２８年度に完了した各種整備事業等の財源に充当した通常債の減少。 
   ・防災行政通信ネットワーク再整備事業債（△4,392） 
    ・農業研究センター整備事業債（△1,072） など 
 

・退職手当債の減（△2,200）。 
 

・県債の発行にあたっては、今後の公債費負担の軽減を図るため、極力、 

 交付税措置がある有利な地方債を活用。 
 

 

 

 

  １１，８４８ ［１４，７６８］ △２，９２０ △１９．８％ 

・過年度の国補正予算を活用した事業の減、受託事業収入の減等に伴う 
 減少。 
  ・合板・製材生産性強化対策事業収入（△562） ・産地パワーアップ事業収入（△486） 
   ・文化財修理等受託事業収入（△657） 
 

・東京オリンピック・パラリンピック、ラグビーワールドカップ開催地支援等 
 のため宝くじ収入が減少（△284）。 

２９年度末県債残高見込み １０，５９９億円  （対２８年度末比 △１１８億円） 

        うち交付税措置分  ６，７３２億円 （６３．５％）（対２８年度末比 △３０億円） 

単位：百万円、［  ］内は２８年度当初予算額 

諸 収 入 

繰 入 金 

・過年度の国補正予算等を活用した基金を財源とする事業が２８年度で終了 
 したこと等により減少。 
   ・ 地域医療再生基金繰入金（△1,585） 
   ・ 環境保全基金繰入金（再生可能エネルギー等導入推進事業分）（△1,258） 
 

・収支の均衡を図るため、財政調整基金を取り崩し（＋3,200）。 

  １３，４０２ ［１２，９０２］ ＋５００ ＋３．９％ 

４ 



３．歳出予算の概要 

◆義務的経費は、人件費、公債費が減少したことにより、△３１億円の 

      減。 
 

◆投資的経費は、２８年度に防災行政通信ネットワークの再整備や農 
  業研究開発センターの整備が完了する等、主要プロジェクトの進捗 
   等により、△１２２億円の減。 
 

◆一般施策経費は､社会保障関係経費が増加したものの、県税交付 

  金等の減少等により、△１９億円の減。 

５ 

（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

149,271 150,732 ▲1,461 ▲1.0 
う ち 退 職 手 当 15,350 16,226 ▲876 ▲5.4 
う ち 退 職 手 当 以 外 133,921 134,506 ▲585 ▲0.4 

15,100 15,155 ▲55 ▲0.4 

79,875 81,478 ▲1,603 ▲2.0 

244,246 247,365 ▲3,119 ▲1.3 

59,569 71,250 ▲11,681 ▲16.4 

補 助 事 業 34,649 37,515 ▲2,866 ▲7.6 

うち一般公共事業費 28,859 28,928 ▲69 ▲0.2 
補助建設事業費 5,790 8,587 ▲2,797 ▲32.6 

単 独 事 業 12,828 20,402 ▲7,574 ▲37.1 

うち単独公共事業費 5,651 5,963 ▲312 ▲5.2 
単独建設事業費 7,177 14,439 ▲7,262 ▲50.3 

国 直 轄 事 業 費 負 担 金 10,145 10,734 ▲589 ▲5.5 

受 託 事 業 1,947 2,599 ▲652 ▲25.1 

2,197 2,732 ▲535 ▲19.6 

61,766 73,982 ▲12,216 ▲16.5 

16,024 16,090 ▲66 ▲0.4 

3,637 3,611 26 0.7 

133,204 135,404 ▲2,200 ▲1.6 
う ち 県 税 交 付 金 等 37,058 40,518 ▲3,460 ▲8.5 

448 529 ▲81 ▲15.4 

2,135 3,401 ▲1,266 ▲37.2 

7,624 7,076 548 7.7 

8,665 7,559 1,106 14.6 

100 100 0 0.0 

171,837 173,770 ▲1,933 ▲1.1 

477,849 495,117 ▲17,268 ▲3.5 合　　　　計
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普通建設事業費 

人件費 

公債費 

単位：百万円、［  ］内は２８年度当初予算額 

   １４９，２７１ ［１５０，７３２］ △１，４６１ △１．０％ 
 
 

退職手当       １５，３５０［  １６，２２６ ］   △８７６ △５．４％ 

退職手当以外   １３３，９２１［ １３４，５０６ ］  △５８５   △０．４％ 

・退職手当は、退職者数の減により、減少。 

・退職手当以外については、職員定数の見直し等により、減少。 

 なお、自主的な給与抑制措置は継続。 

・臨時財政対策債償還金の増等により元金は増加（＋548）したものの、借入 
  利率の低下により利子が減少（△2,152）。 

      ７９，８７５ ［８１，４７８］  △１，６０３ △２．０％ 

     ５９，５６９ ［７１，２５０］  △１１，６８１ △１６．４％ 

災害復旧事業費      ２，１９７ ［２，７３２］ △５３５ △１９．６％ 

・過年度に被災した公共土木施設の復旧事業費が減少(△536)。 

・県経済の活性化や県民の安全・安心の確保に資する事業に「選択と集中」 
 を徹底。 
  

 ・ 骨格幹線道路ネットワークの形成 
  

  ・ 紀伊半島アンカールートの整備促進 
  

 ・ 主要なプロジェクトを計画的に推進 
     ホテルを核とした賑わいと交流の拠点整備、平城宮跡歴史公園朱雀大路西側地区の 
     整備、（仮称）登大路バスターミナルの整備等奈良公園及びその周辺の魅力向上など 
 

    ［H28年度整備完了プロジェクト］ 
     防災行政通信ネットワーク再整備（△5,156）、農業研究開発センター整備（△1,686）、 
      南奈良総合医療センター整備（△1,480） 
  

 ・ 水害、土砂災害、地震などに備え、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策を推進 
   

 ・ インフラ老朽化対策の計画的推進 など 
  

・市町村との協働によるまちづくりを推進するため、連携協定を締結した市町村 
 の取組を支援。 

６ 



補助費等     １３３，２０４ ［１３５，４０４］ △２，２００ △１．６％ 

・引き続き社会保障関係経費が増加。 
 

  後期高齢者医療関係費（＋1,142）、介護給付関係費（＋531）、地域支援事業交付金 
  （＋313）、障害者自立支援給付関係費（＋307）、保育所委託費負担金等（＋302）、 
  子ども医療費助成（＋297）、障害児通所給付費（＋150） など 
 

・私立学校教育経常費補助金（6,371）、企業立地促進補助金（900）、国民文化祭、 
 全国障害者芸術・文化祭の開催（515）、県独自のドクターヘリの運航（259）など 
 主要な政策課題にかかるものは積極的に予算化。 
 

・国予算を活用した基金を財源とする再生可能エネルギー等導入推進事業は 
 平成２８年度で事業期間が終了（△1,125）。 
 

・県税交付金等の減少（△3,460）。 

物 件 費 

・工業ゾーン創出プロジェクト（20）や県産材首都圏販路拡大事業（25）、奈良県 

 観光キャンペーン（311）など主要な政策課題にかかるものは積極的に予算化。 

       １６，０２４ ［１６，０９０］ △６６ △０．４％ 

単位：百万円、［  ］内は２８当初予算額 

貸 付 金    ２，１３５ ［３，４０１］ △１，２６６ △３７．２％ 

繰 出 金    ８，６６５ ［７，５５９］ ＋１，１０６ ＋１４．６％ 

・新奈良県総合医療センター（平成３０年春開院予定）の立ち上がりを支援 
 （979）。 
・県立医科大学教育・研究部門の移転整備を推進（585）。 
・旧県立五條病院の清算手続きが概ね完了したことにより、病院事業清算費 
 特別会計を廃止（△462）。 

・貸付見通しを踏まえ、「奈良モデル」推進貸付事業費を見直し（△1,000）。 

７ 



４．財政健全化に向けた主な取り組み 

８ 

○県税の徴収強化 

・税制調査会の運営 
  ・  
  ・ 政策目標を実現するための課税自主権の活用について検討 
   

・課税ベースの拡大 
   県内に事業所等を有する未申告の県外法人に対する調査、申告指導 など 
 

・市町村と連携した奈良モデル協働徴収体制の充実 
  ・ 地方税滞納整理本部（税務課）、地方税滞納整理課（奈良、中南和県税事務所）の運営 
  ・ 市町村と県との協働徴収体制による県税務職員の市町村派遣等の実施、税務職員研修 
    の充実、特別徴収の推進 
  ・ 県とモデル市町村が実行委員会を組織し、市町村税の滞納者に対し、電話による納付の 
    呼びかけを行う市町村税納税促進コールセンターを設置 
  ・ 複数市町村による事例研究を通じた滞納整理等の実施 など 
 

・自動車税の徴収強化 
  ・ 自動車税納税呼びかけ窓口を設置し、自主納付を呼びかけ 

  ・ 滞納者に対して給与差押予告を発送し、給与差押を積極的に執行 
  

・遠隔地滞納案件の効率的な整理 
   遠隔地の滞納案件にかかる調査を民間委託し、滞納案件の整理を強化 
  

・納税環境の整備等 
   自動車保有関係手続きのワンストップサービスの実施、 自動車税納付確認の電子化、 
   コンビニ収納、クレジットカード収納、マルチペイメント収納の実施 

○ （仮称）奈良県行政経営改革推進プログラムの策定 

・厳しい地方財政の状況を含め地方公共団体における経営資源の制約が強まる中、 
  少子高齢化等を背景とした行政需要の増加に的確に対応していくため、効率的な 
 行政経営を目指した取組をより一層推進。その中で中期的な財政マネジメントを 
 強化。 
 

  ・計画期間   
    平成２９年４月から平成３２年３月までの３年間 
 

  ・取組項目 
    Ⅰ 組織マネジメント、 Ⅱ 財政マネジメント、 Ⅲ 公共施設のファシリティマネジメント、 
    Ⅳ インフラ施設のアセットマネジメント、 Ⅴ 県域マネジメント、 
    Ⅵ 県民との対話・説明責任の確保・情報発信力の強化 



９ 

○未収金対策の強化 

・民間の債権回収業者等への事務委託 
     県営住宅使用料（退去者の滞納家賃）、 高校奨学金、母子父子寡婦福祉資金貸付金 など 
 

・納付しやすい環境の整備 口座振替の実施（高校奨学金等） 
  

 
  

・弁護士等の専門家による研修及び個別相談の実施 

○県有資産の有効活用 

・県有資産を経営的な観点から総合的に企画・管理・活用する「ファシリティマネジ 
  メント」の推進 
    国・県・市町村が連携し、各々保有する資産の有効活用・最適利用を検討 など 
   

・旧五條高校の跡地活用 
    五條市中心市街地のまちづくりを推進（市役所移転建替に合わせて県の出先事務所を集約） 
   

・西の京自動車学校跡地等の県有地の活用 
    新奈良県総合医療センター関連施設の整備に併せ、地域特性に合わせた施設整備を推進  
  

・県有資産の売却  
  ・ 売却資産 【売却収入 ８２９百万円】 
     旧五條高等学校跡地、旧盲人福祉センター、橿原職員住宅、旧郡山保健所、      
     医科大学白橿独身寮・住宅、山本公舎、旧吉野高校寄宿舎、元大中青雲寮、元小路公舎 
  ・ インターネット公売の実施 
  ・ 売却が困難と思われる物件については、民間事業者のノウハウを活用し、売却を促進 

・有料広告等の導入を推進 
  ・ 「県民だより奈良」裏表紙に広告枠、県公式ホームページにバナー広告枠を設定 
  ・ 自動車税納税通知書発送用封筒の裏面に広告枠を設定 
  ・ 県庁舎、橿原文化会館等に有料広告を掲示 
  ・ 橿原公苑野球場、第１体育館にネーミングライツを実施（佐藤薬品スタジアム、ジェイテクト 
    アリーナ奈良） 
 

・一般競争入札による県有施設への自動販売機設置 
   県庁舎、分庁舎、奈良総合庁舎、郡山総合庁舎外３５施設 
  
  

・ふるさと奈良県応援寄付金の受入拡大 
   県政情報の発信などにより、寄付者とのコミュニケーションを強化 
  

・寄付型クラウドファンディングの活用（ならの農村文化創造事業で実施） 
 

・使用料や手数料の見直し 
  ・ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料等の新設（１百万円） 
  ・ 道路占用料等の見直し（5百万円） など 

○税外収入の確保 



１０ 

・自主的な給与抑制措置の継続 
   給与抑制率 知事 △１０％、副知事・教育長 △５％、部長・次長級 △３％、 
             課長級 △２％、小規模所長級 △０．５％ 

○人件費の抑制 

・事業の新陳代謝の促進【見直し効果額 2,508百万円】 
      

   廃止・休止     ７４事業 
  

     主な事業 バトンをつなげ！400ｍリレーフェスティバル支援事業（総合型地域スポーツク 
              ラブの自主的な運営により実施）、「歩く奈良」推進事業（１２１種類のウォーク 

             ルートを造成） など  
             

   その他の見直し １４７事業 
 

     主な事業 集客が見込める休日集中開催等による天平祭開催経費の圧縮、 
               他事業との同時調達による情報通信基盤運用経費の圧縮 など    

○既存事業の見直し 

・償還時に地方交付税による財源措置のある、有利な県債を積極的に活用 
  〔活用例〕  
   ・ 「緊急防災・減災事業債」を活用し、県立学校施設等の耐震化を推進 
   ・ 「地域活性化事業債」を活用し、交通信号機のＬＥＤ化を推進 
 

・地方交付税による財源措置がなく、自前で返済が必要な県債の残高を極力抑制 

○財源措置のある有利な県債の活用 

・知事部局等 ±  ０人 
・教職員    △ ９７人（児童・生徒数の減） 
・警察職員  ＋ １０人（政令定数の増）    

○職員定数の見直し 



５．平成２９年度当初予算の財政状況 

１１ 

 
 
  ◆歳 入（財政調整基金繰入金を除く）：  △448百万円  ・・・① 
              （一般財源△3,908百万円－県税交付金等△3,460百万円） 

 
     ・県税等 △1,141百万円 
       （県税等△4,601百万円－県税交付金等△3,460百万円） 

 
    ・地方交付税＋臨時財政対策債 ＋1,100百万円  
      （地方交付税＋100百万円、臨時財政対策債＋1,000百万円）  

  
    ・その他 △407百万円 
      （宝くじ収入△284百万円、 
         過年度社会保障関係経費精算金△232百万円  など） 

 
 
  ◆歳 出 ： ＋2,752百万円  ・・・② 
               （一般財源△708百万円－県税交付金等△3,460百万円） 

        
    ・人件費  ＋1,186百万円（平成２８年度は退職手当債2,200百万円発行） 

 

       ・公債費  △1,556百万円 

  

    ・社会保障関係経費  ＋ 3,640百万円 

 

    ・その他  △518百万円 
 

                

 要調整額（②－①）   3,200百万円 （平成２８年度 2,200百万円） 

一般財源の状況（平成２８年度当初予算との比較） 



 

【２９年度末 財政調整基金残高の見込み】 
 

             ２２８億円 （H２８ ２５７億円） 

（２９年度中の基金増減） 

      取り崩し額 △３２億円 

      積 立 額    ３億円 （運用益） 

       差 引   △２９億円   

収支の要調整額は３２億円 
（２８年度当初予算：２２億円 退職手当債の発行により調整） 

 

 

 

 
財政調整基金の取り崩しにより調整 

平成29年度は、県税や地方交付税等の主要な一般財源収入が 
伸びない中、社会保障施策に要する一般財源が大幅に増加。 
（＋3,640百万円） 
 

 ○生活保護費、後期高齢者医療関係費、介護給付関係費、国民健康保 
  険関係費、障害者自立支援給付関係費、保育所委託費負担金等など 
   の主な社会保障関係経費（＋3,003百万円） 
 

 ○平成３０年春に開院予定の新奈良県総合医療センターの立ち上がり 
   支援など病院関係の繰出金等（＋113百万円） 
                              など 

１２ 



【参考資料】 

一般会計歳入・歳出（性質別）の内訳 
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１８ 

今後の歳入・歳出等の見通し（平成２９年度当初予算案を基に機械的に計算） 

（単位：億円）

歳入（財調・県債基金繰入は含まず） Ａ 4,929 4,746 4,957 5,070 4,990 5,016

県税・地方消費税清算金・地方譲与税 1,789 1,742 1,747 1,781 1,899 1,773

地方交付税 1,538 1,539 1,542 1,535 1,463 1,556

県債 611 544 618 700 691 711

その他の歳入 991 921 1,050 1,054 937 976

歳出 Ｂ 4,951 4,778 4,997 5,170 5,134 5,184

人件費 1,507 1,493 1,479 1,461 1,438 1,401

公債費 815 799 801 834 846 863

投資的経費 740 618 848 959 843 896

その他の歳出 1,889 1,868 1,869 1,916 2,007 2,024

要調整額 Ｃ＝Ａ-Ｂ ▲22 ▲32 ▲40 ▲100 ▲144 ▲168

差　　　引 Ｃ＋Ｄ 0 0 ▲40 ▲100 ▲144 ▲168

県債残高 ａ 10,717 10,599 10,514 10,482 10,448 10,447

うち、交付税で措置される額 ｂ 6,762 6,732 6,730 6,743 6,756 6,805

うち、交付税措置以外の額 ａ－ｂ 3,955 3,867 3,784 3,739 3,692 3,642

交付税措置の割合 ｂ／ａ×１００ 63.1% 63.5% 64.0% 64.3% 64.7% 65.1%

※２８年度県債残高は、2８年度２月補正予算案ベース。

 【２９年度以降の試算方法】

２８年度 ２９年度 ３１年度 ３２年度

0 0
財政調整基金、県債管理基金取り崩し

特例的な県債の発行

区　　分 ３０年度 ３３年度

0

［歳入］
　　・県税、地方消費税清算金
　　　　　　　　　　　　 内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成29年1月）」の名目経済成長率（経済
　　　　　　　　　　　　 再生ケース）を参考に試算
　　　　　　　　　　　　 税率は平成29年の税率に基づき試算
　　　　　　　　　　　　　（地方消費税は平成31年10月以降の税率引き上げを反映）
　　・地方交付税　　　　 地方財政計画（総務省）を参考に試算
　　　　　　　　　　　　　（まち・ひと・しごと創生事業費は平成31年度まで）
　　・県債　　　　　     臨時財政対策債は、平成30年度以降は平成29年度予算案と同額(280億円)で推移
　　　　　　　　　　     その他は歳出連動
　　・その他の歳入　     一般財源は平成29年度同額（可能なものは個別積算）、特定財源は歳出連動

［歳出］
　　・人件費（給与費）　教職員数は児童・生徒数の推計から試算、その他の職員数は平成29年度同数
　　　　　　　　　　　　退職手当は個別推計
　　・公債費　　　　　　既発債の公債費に今後の県債発行に伴う公債費を加算
　　・投資的経費　　　　災害関連は個別積算
　　　　　　　　　　　　その他は平成29年度同額（可能なものは個別積算）
　　・その他の歳出　　　可能なものは個別積算（社会保障関係経費は厚生労働省発表（平成24年3月）の「社会
　　　　　　　　　　　　保障に係る費用の将来推計」を参考に推計）
　　　　　　　　　　　　その他は平成29年度同額

0Ｄ 22 32
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